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第４次産業革命とも呼ぶべきＩｏＴ、ビッグデータ、ロボット、人工知能（ＡＩ）等をはじめとする技術革新
は、今後わが国の経済構造を大きく変革することが見込まれています。また、これらの技術革新において
は、従来以上に産業横断的な取組が見込まれています。そして、これらの変革は、第１次産業から第３次
産業まで実際の生産活動現場となる地域経済においても大きな影響を及ぼすと考えられます。そこで、
今回はこうした変革を踏まえて、三重県の最近の地域経済構造の変化の状況を生産・分配・支出の面か
ら分析・整理したうえで、今後三重県が持続的な成長を成し遂げていくには何が必要かを考察しました。

三重県における最近の地域経済構造変化について
～生産・分配・支出面の分析からの示唆～

以上、付加価値額と従業者数の特化係数をみ
ると、両者の特化係数が１を上回ってさらに生
産面で特化している業種は、製造業のみである
ことが確認できます。

そこで、三重県における重要な中核産業とし
て位置づけられる製造業の業種別の付加価値額
と労働生産性について、経済産業省「工業統計
調査」をもとに2009年から2014年の期間で特化
係数を分析し、比較優位の業種と労働生産性で
計られる競争力を把握します（図表３）。
まず、業種全体をみると付加価値特化係数が

１を超えている業種は、2009年に24業種中５業
種であったのが、2014年には情報通信機械器具
など新たに３業種増え、８業種となりました。
このように比較優位にある業種が増加したこと
により、製造業全体の付加価値の特化が進んで
いると考えられます。次に、業種別の競争力を

探るために労働生産性特化係数が１を超えてい
る業種を同じ期間でみると、2009年に22業種中
10業種であったのが、2014年には12業種と２業
種増加しており、製造業全体の特化係数はやや
低下したものの、労働生産性で競争力の高い産
業が増加しています。
個別業種の動きをみると、2014年の付加価値

特化係数が１より大きく2009年対比上昇して
いるのは、情報通信機械器具（+1.16）、ゴム製品
（+0.37）、化学工業（+0.26）、プラスチック製品
（+0.17）、電子部品・デバイス・電子回路（+0.13）
の５業種で、これらの業種では付加価値の特化
がさらに進んでいます。また、2014年の労働生
産性特化係数が１より大きく2009年対比上昇
しているのは、情報通信機械工業（+3 .01）、家
具・装備品（+0.20）、プラスチック製品（+0.19）、
化学工業（+0.18）など８業種となっており、こ
れらの業種では労働生産性の特化がさらに進ん
で、競争力が高まっていると考えられます。
ここで、製造業付加価値特化係数と製造業労

ここでは、生産面の基礎となる産業別付加価
値額と産業別従業者数の動向をそれぞれの特化
係数をもとに分析します。特化係数とは、産業
の有する比較優位の程度をその産業への特化の
程度で図る指標で、１より大きければ比較優位
にあることを表します。一般的に比較優位産業
は地域における中核産業となっています。
まず、三重県の産業別付加価値特化係数を内

閣府「県民経済計算」で2008年度と2013年度を
比較すると、特化係数が１を超えている産業
は、2008年度に13業種中製造業など6業種で
あったのが、2013年度には建設業が減り５業種
となりました（図表１）。特化係数が最も高い製
造業では2008年度の1.78から1.92へと上昇し、
付加価値面で製造業への特化が一段と進んでい
ることが確認できます。
次に、三重県の産業別従業者特化係数を総務

省統計局「経済センサス基礎調査結果」で2009
年と2014年を比較すると、特化係数が１を超え
ている産業は、2009年に18業種中製造業など７
業種であったのが、2014年には新たに電気・ガ
ス・熱供給・水道業が１を超える一方、運輸業・
郵便業が１を下回り、合計では2009年と変わら
ず７業種となりました（図表２）。2009年の特化
係数が１を上回って、2014年にさらに特化係数
が上昇している産業は、漁業、鉱業・採掘業・砂
利採取業、製造業の３業種であり、これらの産
業では従業者面での特化が進んでいることが確
認できます。

１．産業別付加価値額と従業者数の動向

２．製造業の業種別付加価値額と労働生産性の動向

対比約300億円増加しています。漁業が80億円
と2005年対比110億円増加しているほか、畜産
も20億円と2005年対比120億円増加しているこ
とが顕著な動きとなっています。
製造業をみると、域外収支がプラスになってい

る部門は2011年に16部門中10部門と2005年と同
じ数となっています。しかしながら、2005年の域
外収支額は製造業全体で約2.5兆円であったの
が、2011年は約2.2兆円と0.3兆円の減少となって
います。個別部門をみると、電子部品の域外収支
額が同期間で0.5兆円の顕著な増加となり、対産
出比率をみても2011年で64％と約３分の２は域
外へ移出している一方、それ以外の部門の域外収
支額は概ね減少していることが確認できます。　
サービス業をみると、2005年の域外収支全体

が▲1.5兆円であったのが、2011年には▲1.2兆
円となり0.3兆円の増加となっています。特に対
事業所サービスが0.1兆円増加していることが
顕著な動きとなっています。
以上、域外収支の動向をまとめると、①農林

水産業は域外需要を取り込むことができる産業
に変貌しつつあり、②製造業は特定業種で域外
需要を取り込んでいる一方、全体的には域外需
要を取り込む力がやや弱まっていると言えま
す。また、③サービス業は依然として域外に生
産を依存しているものの、その依存度合は全体
では弱まっていることがわかります。

（2）生産波及効果の動向
生産波及効果についても域外収支と同様に

2005年と2011年の三重県産業連関表を比較し
て産業部門別に分析します（図表６）。
農林水産業をみると、2011年は畜産が最も波

及効果が高く、全産業の中でも波及効果が高く
なっています。そのほか、農業サービスや漁業
の波及効果も2005年に比べて高まっています。
製造業をみると、2011年は2005年と同様に

化学製品の波及効果が最も高く、以下上位５部
門は全体の波及効果でも上位10部門に入って
います。特に同期間中域外収支が大幅に増加し
ている電子部品において波及効果が高まって
いることは県内経済にとって追い風となって
いるとみられます。ただし、県内の主力産業で
ある化学製品や輸送機械は2005年対比波及効
果がやや落ちていることには留意する必要が
あります。
サービス業をみると、2011年は電力・ガス・熱

供給の波及効果が最も高く、次いで情報通信と
なっています。両部門とも2005年に比べて波及
効果は高まっており、全体でも上位10部門に入
る高い水準にあります。
以上、生産波及効果の動向をまとめると、中

核産業である製造業の波及効果は、産業部門ご
とにばらつきはあるものの引き続き堅調さを
保っていると考えられます。

働生産性特化係数の2009年から2014年までの変
化の関係を分析すると、正の相関関係が認めら
れ、製造業付加価値特化係数が１単位増えると
製造業労働生産性特化係数は約1.9単位増える関
係にあります（図表４）。その意味で三重県の付
加価値面での比較優位を上げていくことは、製
造業全体の労働生産性の比較優位に結び付き三
重県の競争力強化につながると考えられます。

生産面の動向把握の最後として、地域外からど
の程度需要を取り込んで生産を行っているか、ま
たその地域への波及効果がどう変化しているか
確認します。

（1）域外収支の動向
域外収支については、プラスになっていれ

ば、地域内で消費する以上に生産しており、マ
イナスになっていれば、地域内の消費を満たす
域内生産がなく地域外に生産を依存しているこ
とを意味します。需要面から捉えると、域外需
要を取り込むことができればひいては地域所得
の増加につながることになり、その状況を確認
する意味でも重要だと考えられます。ここで
は、平成28年11月に公表された最新の「平成23
年（2011年）三重県産業連関表」と前回の「平成
17年（2005年）三重県産業連関表」を用いて産業
部門別に分析します（図表５）。
農林水産業をみると、2011年は全体で2005年

公的投資は三重県の増加が足元ややマイルドと
なっていることもあり、全国との差はほとんど
なくなってきています。さらに、１人あたりの純
移出入は2011年まで三重県は全国を下回ってい
ましたが、2012年以降は上回っています。
以上、支出（消費・投資）面の動向をまとめると、

民間消費支出は分配面の雇用者報酬の増加から
足元増加しており、また民間企業設備投資も企業
所得の持ち直しから増加傾向にあります。さらに
純移出入も移出超となるなど、総じて前向きな経
済活動が行われていることがわかります。

以上のような生産面の動向を踏まえたうえ
で、三重県における分配（所得）面の動向を見て
みます（図表７）。ここで重要な視点は、域外需
要をも取り込んだ県内生産活動が波及効果を伴
いつつ域内の付加価値となって三重県の所得と
なっているかどうかです。この分配面の動向を
全国と比較して時系列でみることで、県内の所
得動向の傾向が把握できます。
まず、１人あたり県民所得の動向をみると、

三重県は全国に比べて足元で高くなっていま
す。リーマン・ショック後しばらく落ち込んだ
ものの、2012年度以降持ち直してきています。
2001年からの傾向線をみると、全国はやや下落
している一方、三重県はほぼ横ばいで推移して
いることが確認できます。なお、県民所得は給
料や退職金などにあたる雇用者報酬、利子や賃
貸料などの財産所得、会社や自営業の利益にあ
たる企業所得からなり県民全体の所得を表し
ています。
そこで、次に１人あたり雇用者報酬の動向を

みると、三重県は全国を一貫して下回っている
ことが確認できます。もっとも、全国と三重県の
傾向線はともに下落傾向にありますが、三重県
の雇用者報酬は足元増加しており、全国の傾向
線より下落状況はマイルドとなっています。
また、１人あたり民間企業所得の動向は、雇用

者報酬とは逆に三重県は全国を一貫して上回っ
ていることが確認できます。そして、足元三重県
の企業所得は全国に比べて大きく上昇している
こともあり、傾向線も全国より上方への傾きが
大きくなっていることが確認できます。一人あ
たり民間企業所得は、企業の事業拡大余力に影
響する指標であるため、この面で中核産業とし
て製造業に比較優位を持つ三重県は全国に比べ
て一定のアドバンテージを持っていると判断さ
れます。
以上、分配（所得）面の動向をまとめると、中

核産業である製造業のみならず生産面で特化し
ている農林水産業やサービス業など、県内の生
産活動全体が県内付加価値となって県民所得向
上に結びついている度合は全国と比べても限界
的に高まっていることが示唆されます。

ここまで、三重県の生産動向と分配（所得）動向
を見てきましたので、最後に支出（消費・投資）面
の動向を見てみます（次頁図表８）。ここでのポイ
ントは獲得した県民所得が県内消費や投資に結
び付いているかどうかということです。
三重県の１人あたり民間消費支出は2,100千円

から2,200千円付近を横ばいで推移しており、全
国対比では100千円程度低い水準で推移してい
ます。逆に１人あたり民間企業設備投資は足元
700千円と全国対比では200千円程度高い水準で
推移しています。また、１人あたり民間住宅投資
は全国と同じ動きをしている一方、１人あたり

ここまで三重県の最近の地域経済構造変化を
足元約５～10年の期間で分析し、生産・分配・支出
の面から見てきました。ここで三重県の経済成長
率の要因分解をみると、2004－06年度、2007－09
年度の経済成長率において産業構造要因の寄与
がプラス成長、マイナス成長にかかわらず一定程
度寄与していたのが、2010－13年度には寄与度が
ゼロとなるなど、地域特殊要因の重要度が一層増
しています（図表９）。地域特殊要因には、規模の
経済及び産業集積（中核（移出）産業の成長、地域
産業の特化、異業種間連携等）並びに地域のイン
フラ充実度など生産性に関わる全てのものが含
まれます。したがって、三重県においては中核産
業としての特化度合が強まっている製造業の動
きが起点となり、前向きな経済活動が行われてい
ることを踏まえると、三重県経済の持続的な成長
には、製造業の活動しやすい事業環境整備が今後
一層必要になると考えられます。

（2017．１．４）
三重銀総研 調査部 主席研究員　先浦 宏紀

（資料）内閣府「県民経済計算」をもとに三重銀総研作成
（ 注 ）特化係数＝三重県生産額構成比÷全国生産額構成比

図表１ 三重県の産業別付加価値特化係数の推移

（資料）総務省統計局「経済センサス基礎調査結果」をもとに三重銀総研作成
（ 注 ）特化係数＝三重県従業者数構成比÷全国従業者数構成比

（資料）経済産業省「工業統計調査」をもとに三重銀総研作成
（注１）付加価値特化係数＝三重県付加価値構成比÷全国付加価値構成比。労働生産性特化係数＝三重県労働生産性÷全国労働生産性。
（注２）シャドー部分は特化係数が１より大きい箇所。
（注３）「ー」は秘匿データ等で算出できない箇所。

図表2 三重県の産業別従業者特化係数の推移

図表3 三重県の製造業における業種別付加価値特化係数と労働生産性特化係数の推移
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第４次産業革命とも呼ぶべきＩｏＴ、ビッグデータ、ロボット、人工知能（ＡＩ）等をはじめとする技術革新
は、今後わが国の経済構造を大きく変革することが見込まれています。また、これらの技術革新において
は、従来以上に産業横断的な取組が見込まれています。そして、これらの変革は、第１次産業から第３次
産業まで実際の生産活動現場となる地域経済においても大きな影響を及ぼすと考えられます。そこで、
今回はこうした変革を踏まえて、三重県の最近の地域経済構造の変化の状況を生産・分配・支出の面か
ら分析・整理したうえで、今後三重県が持続的な成長を成し遂げていくには何が必要かを考察しました。

三重県における最近の地域経済構造変化について
～生産・分配・支出面の分析からの示唆～

以上、付加価値額と従業者数の特化係数をみ
ると、両者の特化係数が１を上回ってさらに生
産面で特化している業種は、製造業のみである
ことが確認できます。

そこで、三重県における重要な中核産業とし
て位置づけられる製造業の業種別の付加価値額
と労働生産性について、経済産業省「工業統計
調査」をもとに2009年から2014年の期間で特化
係数を分析し、比較優位の業種と労働生産性で
計られる競争力を把握します（図表３）。
まず、業種全体をみると付加価値特化係数が

１を超えている業種は、2009年に24業種中５業
種であったのが、2014年には情報通信機械器具
など新たに３業種増え、８業種となりました。
このように比較優位にある業種が増加したこと
により、製造業全体の付加価値の特化が進んで
いると考えられます。次に、業種別の競争力を

探るために労働生産性特化係数が１を超えてい
る業種を同じ期間でみると、2009年に22業種中
10業種であったのが、2014年には12業種と２業
種増加しており、製造業全体の特化係数はやや
低下したものの、労働生産性で競争力の高い産
業が増加しています。
個別業種の動きをみると、2014年の付加価値

特化係数が１より大きく2009年対比上昇して
いるのは、情報通信機械器具（+1.16）、ゴム製品
（+0.37）、化学工業（+0.26）、プラスチック製品
（+0.17）、電子部品・デバイス・電子回路（+0.13）
の５業種で、これらの業種では付加価値の特化
がさらに進んでいます。また、2014年の労働生
産性特化係数が１より大きく2009年対比上昇
しているのは、情報通信機械工業（+3 .01）、家
具・装備品（+0.20）、プラスチック製品（+0.19）、
化学工業（+0.18）など８業種となっており、こ
れらの業種では労働生産性の特化がさらに進ん
で、競争力が高まっていると考えられます。
ここで、製造業付加価値特化係数と製造業労

ここでは、生産面の基礎となる産業別付加価
値額と産業別従業者数の動向をそれぞれの特化
係数をもとに分析します。特化係数とは、産業
の有する比較優位の程度をその産業への特化の
程度で図る指標で、１より大きければ比較優位
にあることを表します。一般的に比較優位産業
は地域における中核産業となっています。
まず、三重県の産業別付加価値特化係数を内

閣府「県民経済計算」で2008年度と2013年度を
比較すると、特化係数が１を超えている産業
は、2008年度に13業種中製造業など6業種で
あったのが、2013年度には建設業が減り５業種
となりました（図表１）。特化係数が最も高い製
造業では2008年度の1.78から1.92へと上昇し、
付加価値面で製造業への特化が一段と進んでい
ることが確認できます。
次に、三重県の産業別従業者特化係数を総務

省統計局「経済センサス基礎調査結果」で2009
年と2014年を比較すると、特化係数が１を超え
ている産業は、2009年に18業種中製造業など７
業種であったのが、2014年には新たに電気・ガ
ス・熱供給・水道業が１を超える一方、運輸業・
郵便業が１を下回り、合計では2009年と変わら
ず７業種となりました（図表２）。2009年の特化
係数が１を上回って、2014年にさらに特化係数
が上昇している産業は、漁業、鉱業・採掘業・砂
利採取業、製造業の３業種であり、これらの産
業では従業者面での特化が進んでいることが確
認できます。

１．産業別付加価値額と従業者数の動向

２．製造業の業種別付加価値額と労働生産性の動向

対比約300億円増加しています。漁業が80億円
と2005年対比110億円増加しているほか、畜産
も20億円と2005年対比120億円増加しているこ
とが顕著な動きとなっています。
製造業をみると、域外収支がプラスになってい

る部門は2011年に16部門中10部門と2005年と同
じ数となっています。しかしながら、2005年の域
外収支額は製造業全体で約2.5兆円であったの
が、2011年は約2.2兆円と0.3兆円の減少となって
います。個別部門をみると、電子部品の域外収支
額が同期間で0.5兆円の顕著な増加となり、対産
出比率をみても2011年で64％と約３分の２は域
外へ移出している一方、それ以外の部門の域外収
支額は概ね減少していることが確認できます。　
サービス業をみると、2005年の域外収支全体

が▲1.5兆円であったのが、2011年には▲1.2兆
円となり0.3兆円の増加となっています。特に対
事業所サービスが0.1兆円増加していることが
顕著な動きとなっています。
以上、域外収支の動向をまとめると、①農林

水産業は域外需要を取り込むことができる産業
に変貌しつつあり、②製造業は特定業種で域外
需要を取り込んでいる一方、全体的には域外需
要を取り込む力がやや弱まっていると言えま
す。また、③サービス業は依然として域外に生
産を依存しているものの、その依存度合は全体
では弱まっていることがわかります。

（2）生産波及効果の動向
生産波及効果についても域外収支と同様に

2005年と2011年の三重県産業連関表を比較し
て産業部門別に分析します（図表６）。
農林水産業をみると、2011年は畜産が最も波

及効果が高く、全産業の中でも波及効果が高く
なっています。そのほか、農業サービスや漁業
の波及効果も2005年に比べて高まっています。
製造業をみると、2011年は2005年と同様に

化学製品の波及効果が最も高く、以下上位５部
門は全体の波及効果でも上位10部門に入って
います。特に同期間中域外収支が大幅に増加し
ている電子部品において波及効果が高まって
いることは県内経済にとって追い風となって
いるとみられます。ただし、県内の主力産業で
ある化学製品や輸送機械は2005年対比波及効
果がやや落ちていることには留意する必要が
あります。
サービス業をみると、2011年は電力・ガス・熱

供給の波及効果が最も高く、次いで情報通信と
なっています。両部門とも2005年に比べて波及
効果は高まっており、全体でも上位10部門に入
る高い水準にあります。
以上、生産波及効果の動向をまとめると、中

核産業である製造業の波及効果は、産業部門ご
とにばらつきはあるものの引き続き堅調さを
保っていると考えられます。

働生産性特化係数の2009年から2014年までの変
化の関係を分析すると、正の相関関係が認めら
れ、製造業付加価値特化係数が１単位増えると
製造業労働生産性特化係数は約1.9単位増える関
係にあります（図表４）。その意味で三重県の付
加価値面での比較優位を上げていくことは、製
造業全体の労働生産性の比較優位に結び付き三
重県の競争力強化につながると考えられます。

生産面の動向把握の最後として、地域外からど
の程度需要を取り込んで生産を行っているか、ま
たその地域への波及効果がどう変化しているか
確認します。

（1）域外収支の動向
域外収支については、プラスになっていれ

ば、地域内で消費する以上に生産しており、マ
イナスになっていれば、地域内の消費を満たす
域内生産がなく地域外に生産を依存しているこ
とを意味します。需要面から捉えると、域外需
要を取り込むことができればひいては地域所得
の増加につながることになり、その状況を確認
する意味でも重要だと考えられます。ここで
は、平成28年11月に公表された最新の「平成23
年（2011年）三重県産業連関表」と前回の「平成
17年（2005年）三重県産業連関表」を用いて産業
部門別に分析します（図表５）。
農林水産業をみると、2011年は全体で2005年

公的投資は三重県の増加が足元ややマイルドと
なっていることもあり、全国との差はほとんど
なくなってきています。さらに、１人あたりの純
移出入は2011年まで三重県は全国を下回ってい
ましたが、2012年以降は上回っています。
以上、支出（消費・投資）面の動向をまとめると、

民間消費支出は分配面の雇用者報酬の増加から
足元増加しており、また民間企業設備投資も企業
所得の持ち直しから増加傾向にあります。さらに
純移出入も移出超となるなど、総じて前向きな経
済活動が行われていることがわかります。

以上のような生産面の動向を踏まえたうえ
で、三重県における分配（所得）面の動向を見て
みます（図表７）。ここで重要な視点は、域外需
要をも取り込んだ県内生産活動が波及効果を伴
いつつ域内の付加価値となって三重県の所得と
なっているかどうかです。この分配面の動向を
全国と比較して時系列でみることで、県内の所
得動向の傾向が把握できます。
まず、１人あたり県民所得の動向をみると、

三重県は全国に比べて足元で高くなっていま
す。リーマン・ショック後しばらく落ち込んだ
ものの、2012年度以降持ち直してきています。
2001年からの傾向線をみると、全国はやや下落
している一方、三重県はほぼ横ばいで推移して
いることが確認できます。なお、県民所得は給
料や退職金などにあたる雇用者報酬、利子や賃
貸料などの財産所得、会社や自営業の利益にあ
たる企業所得からなり県民全体の所得を表し
ています。
そこで、次に１人あたり雇用者報酬の動向を

みると、三重県は全国を一貫して下回っている
ことが確認できます。もっとも、全国と三重県の
傾向線はともに下落傾向にありますが、三重県
の雇用者報酬は足元増加しており、全国の傾向
線より下落状況はマイルドとなっています。
また、１人あたり民間企業所得の動向は、雇用

者報酬とは逆に三重県は全国を一貫して上回っ
ていることが確認できます。そして、足元三重県
の企業所得は全国に比べて大きく上昇している
こともあり、傾向線も全国より上方への傾きが
大きくなっていることが確認できます。一人あ
たり民間企業所得は、企業の事業拡大余力に影
響する指標であるため、この面で中核産業とし
て製造業に比較優位を持つ三重県は全国に比べ
て一定のアドバンテージを持っていると判断さ
れます。
以上、分配（所得）面の動向をまとめると、中

核産業である製造業のみならず生産面で特化し
ている農林水産業やサービス業など、県内の生
産活動全体が県内付加価値となって県民所得向
上に結びついている度合は全国と比べても限界
的に高まっていることが示唆されます。

ここまで、三重県の生産動向と分配（所得）動向
を見てきましたので、最後に支出（消費・投資）面
の動向を見てみます（次頁図表８）。ここでのポイ
ントは獲得した県民所得が県内消費や投資に結
び付いているかどうかということです。
三重県の１人あたり民間消費支出は2,100千円

から2,200千円付近を横ばいで推移しており、全
国対比では100千円程度低い水準で推移してい
ます。逆に１人あたり民間企業設備投資は足元
700千円と全国対比では200千円程度高い水準で
推移しています。また、１人あたり民間住宅投資
は全国と同じ動きをしている一方、１人あたり

ここまで三重県の最近の地域経済構造変化を
足元約５～10年の期間で分析し、生産・分配・支出
の面から見てきました。ここで三重県の経済成長
率の要因分解をみると、2004－06年度、2007－09
年度の経済成長率において産業構造要因の寄与
がプラス成長、マイナス成長にかかわらず一定程
度寄与していたのが、2010－13年度には寄与度が
ゼロとなるなど、地域特殊要因の重要度が一層増
しています（図表９）。地域特殊要因には、規模の
経済及び産業集積（中核（移出）産業の成長、地域
産業の特化、異業種間連携等）並びに地域のイン
フラ充実度など生産性に関わる全てのものが含
まれます。したがって、三重県においては中核産
業としての特化度合が強まっている製造業の動
きが起点となり、前向きな経済活動が行われてい
ることを踏まえると、三重県経済の持続的な成長
には、製造業の活動しやすい事業環境整備が今後
一層必要になると考えられます。

（2017．１．４）
三重銀総研 調査部 主席研究員　先浦 宏紀

（資料）内閣府「県民経済計算」をもとに三重銀総研作成
（ 注 ）特化係数＝三重県生産額構成比÷全国生産額構成比

図表１ 三重県の産業別付加価値特化係数の推移

（資料）総務省統計局「経済センサス基礎調査結果」をもとに三重銀総研作成
（ 注 ）特化係数＝三重県従業者数構成比÷全国従業者数構成比

（資料）経済産業省「工業統計調査」をもとに三重銀総研作成
（注１）付加価値特化係数＝三重県付加価値構成比÷全国付加価値構成比。労働生産性特化係数＝三重県労働生産性÷全国労働生産性。
（注２）シャドー部分は特化係数が１より大きい箇所。
（注３）「ー」は秘匿データ等で算出できない箇所。

図表2 三重県の産業別従業者特化係数の推移

図表3 三重県の製造業における業種別付加価値特化係数と労働生産性特化係数の推移
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以上、付加価値額と従業者数の特化係数をみ
ると、両者の特化係数が１を上回ってさらに生
産面で特化している業種は、製造業のみである
ことが確認できます。

そこで、三重県における重要な中核産業とし
て位置づけられる製造業の業種別の付加価値額
と労働生産性について、経済産業省「工業統計
調査」をもとに2009年から2014年の期間で特化
係数を分析し、比較優位の業種と労働生産性で
計られる競争力を把握します（図表３）。
まず、業種全体をみると付加価値特化係数が

１を超えている業種は、2009年に24業種中５業
種であったのが、2014年には情報通信機械器具
など新たに３業種増え、８業種となりました。
このように比較優位にある業種が増加したこと
により、製造業全体の付加価値の特化が進んで
いると考えられます。次に、業種別の競争力を

探るために労働生産性特化係数が１を超えてい
る業種を同じ期間でみると、2009年に22業種中
10業種であったのが、2014年には12業種と２業
種増加しており、製造業全体の特化係数はやや
低下したものの、労働生産性で競争力の高い産
業が増加しています。
個別業種の動きをみると、2014年の付加価値

特化係数が１より大きく2009年対比上昇して
いるのは、情報通信機械器具（+1.16）、ゴム製品
（+0.37）、化学工業（+0.26）、プラスチック製品
（+0.17）、電子部品・デバイス・電子回路（+0.13）
の５業種で、これらの業種では付加価値の特化
がさらに進んでいます。また、2014年の労働生
産性特化係数が１より大きく2009年対比上昇
しているのは、情報通信機械工業（+3 .01）、家
具・装備品（+0.20）、プラスチック製品（+0.19）、
化学工業（+0.18）など８業種となっており、こ
れらの業種では労働生産性の特化がさらに進ん
で、競争力が高まっていると考えられます。
ここで、製造業付加価値特化係数と製造業労

ここでは、生産面の基礎となる産業別付加価
値額と産業別従業者数の動向をそれぞれの特化
係数をもとに分析します。特化係数とは、産業
の有する比較優位の程度をその産業への特化の
程度で図る指標で、１より大きければ比較優位
にあることを表します。一般的に比較優位産業
は地域における中核産業となっています。
まず、三重県の産業別付加価値特化係数を内

閣府「県民経済計算」で2008年度と2013年度を
比較すると、特化係数が１を超えている産業
は、2008年度に13業種中製造業など6業種で
あったのが、2013年度には建設業が減り５業種
となりました（図表１）。特化係数が最も高い製
造業では2008年度の1.78から1.92へと上昇し、
付加価値面で製造業への特化が一段と進んでい
ることが確認できます。
次に、三重県の産業別従業者特化係数を総務

省統計局「経済センサス基礎調査結果」で2009
年と2014年を比較すると、特化係数が１を超え
ている産業は、2009年に18業種中製造業など７
業種であったのが、2014年には新たに電気・ガ
ス・熱供給・水道業が１を超える一方、運輸業・
郵便業が１を下回り、合計では2009年と変わら
ず７業種となりました（図表２）。2009年の特化
係数が１を上回って、2014年にさらに特化係数
が上昇している産業は、漁業、鉱業・採掘業・砂
利採取業、製造業の３業種であり、これらの産
業では従業者面での特化が進んでいることが確
認できます。

３．域外収支と生産波及効果の動向

対比約300億円増加しています。漁業が80億円
と2005年対比110億円増加しているほか、畜産
も20億円と2005年対比120億円増加しているこ
とが顕著な動きとなっています。
製造業をみると、域外収支がプラスになってい

る部門は2011年に16部門中10部門と2005年と同
じ数となっています。しかしながら、2005年の域
外収支額は製造業全体で約2.5兆円であったの
が、2011年は約2.2兆円と0.3兆円の減少となって
います。個別部門をみると、電子部品の域外収支
額が同期間で0.5兆円の顕著な増加となり、対産
出比率をみても2011年で64％と約３分の２は域
外へ移出している一方、それ以外の部門の域外収
支額は概ね減少していることが確認できます。　
サービス業をみると、2005年の域外収支全体

が▲1.5兆円であったのが、2011年には▲1.2兆
円となり0.3兆円の増加となっています。特に対
事業所サービスが0.1兆円増加していることが
顕著な動きとなっています。
以上、域外収支の動向をまとめると、①農林

水産業は域外需要を取り込むことができる産業
に変貌しつつあり、②製造業は特定業種で域外
需要を取り込んでいる一方、全体的には域外需
要を取り込む力がやや弱まっていると言えま
す。また、③サービス業は依然として域外に生
産を依存しているものの、その依存度合は全体
では弱まっていることがわかります。

（2）生産波及効果の動向
生産波及効果についても域外収支と同様に

2005年と2011年の三重県産業連関表を比較し
て産業部門別に分析します（図表６）。
農林水産業をみると、2011年は畜産が最も波

及効果が高く、全産業の中でも波及効果が高く
なっています。そのほか、農業サービスや漁業
の波及効果も2005年に比べて高まっています。
製造業をみると、2011年は2005年と同様に

化学製品の波及効果が最も高く、以下上位５部
門は全体の波及効果でも上位10部門に入って
います。特に同期間中域外収支が大幅に増加し
ている電子部品において波及効果が高まって
いることは県内経済にとって追い風となって
いるとみられます。ただし、県内の主力産業で
ある化学製品や輸送機械は2005年対比波及効
果がやや落ちていることには留意する必要が
あります。
サービス業をみると、2011年は電力・ガス・熱

供給の波及効果が最も高く、次いで情報通信と
なっています。両部門とも2005年に比べて波及
効果は高まっており、全体でも上位10部門に入
る高い水準にあります。
以上、生産波及効果の動向をまとめると、中

核産業である製造業の波及効果は、産業部門ご
とにばらつきはあるものの引き続き堅調さを
保っていると考えられます。

働生産性特化係数の2009年から2014年までの変
化の関係を分析すると、正の相関関係が認めら
れ、製造業付加価値特化係数が１単位増えると
製造業労働生産性特化係数は約1.9単位増える関
係にあります（図表４）。その意味で三重県の付
加価値面での比較優位を上げていくことは、製
造業全体の労働生産性の比較優位に結び付き三
重県の競争力強化につながると考えられます。

生産面の動向把握の最後として、地域外からど
の程度需要を取り込んで生産を行っているか、ま
たその地域への波及効果がどう変化しているか
確認します。

（1）域外収支の動向
域外収支については、プラスになっていれ

ば、地域内で消費する以上に生産しており、マ
イナスになっていれば、地域内の消費を満たす
域内生産がなく地域外に生産を依存しているこ
とを意味します。需要面から捉えると、域外需
要を取り込むことができればひいては地域所得
の増加につながることになり、その状況を確認
する意味でも重要だと考えられます。ここで
は、平成28年11月に公表された最新の「平成23
年（2011年）三重県産業連関表」と前回の「平成
17年（2005年）三重県産業連関表」を用いて産業
部門別に分析します（図表５）。
農林水産業をみると、2011年は全体で2005年

公的投資は三重県の増加が足元ややマイルドと
なっていることもあり、全国との差はほとんど
なくなってきています。さらに、１人あたりの純
移出入は2011年まで三重県は全国を下回ってい
ましたが、2012年以降は上回っています。
以上、支出（消費・投資）面の動向をまとめると、

民間消費支出は分配面の雇用者報酬の増加から
足元増加しており、また民間企業設備投資も企業
所得の持ち直しから増加傾向にあります。さらに
純移出入も移出超となるなど、総じて前向きな経
済活動が行われていることがわかります。

以上のような生産面の動向を踏まえたうえ
で、三重県における分配（所得）面の動向を見て
みます（図表７）。ここで重要な視点は、域外需
要をも取り込んだ県内生産活動が波及効果を伴
いつつ域内の付加価値となって三重県の所得と
なっているかどうかです。この分配面の動向を
全国と比較して時系列でみることで、県内の所
得動向の傾向が把握できます。
まず、１人あたり県民所得の動向をみると、

三重県は全国に比べて足元で高くなっていま
す。リーマン・ショック後しばらく落ち込んだ
ものの、2012年度以降持ち直してきています。
2001年からの傾向線をみると、全国はやや下落
している一方、三重県はほぼ横ばいで推移して
いることが確認できます。なお、県民所得は給
料や退職金などにあたる雇用者報酬、利子や賃
貸料などの財産所得、会社や自営業の利益にあ
たる企業所得からなり県民全体の所得を表し
ています。
そこで、次に１人あたり雇用者報酬の動向を

みると、三重県は全国を一貫して下回っている
ことが確認できます。もっとも、全国と三重県の
傾向線はともに下落傾向にありますが、三重県
の雇用者報酬は足元増加しており、全国の傾向
線より下落状況はマイルドとなっています。
また、１人あたり民間企業所得の動向は、雇用

者報酬とは逆に三重県は全国を一貫して上回っ
ていることが確認できます。そして、足元三重県
の企業所得は全国に比べて大きく上昇している
こともあり、傾向線も全国より上方への傾きが
大きくなっていることが確認できます。一人あ
たり民間企業所得は、企業の事業拡大余力に影
響する指標であるため、この面で中核産業とし
て製造業に比較優位を持つ三重県は全国に比べ
て一定のアドバンテージを持っていると判断さ
れます。
以上、分配（所得）面の動向をまとめると、中

核産業である製造業のみならず生産面で特化し
ている農林水産業やサービス業など、県内の生
産活動全体が県内付加価値となって県民所得向
上に結びついている度合は全国と比べても限界
的に高まっていることが示唆されます。

ここまで、三重県の生産動向と分配（所得）動向
を見てきましたので、最後に支出（消費・投資）面
の動向を見てみます（次頁図表８）。ここでのポイ
ントは獲得した県民所得が県内消費や投資に結
び付いているかどうかということです。
三重県の１人あたり民間消費支出は2,100千円

から2,200千円付近を横ばいで推移しており、全
国対比では100千円程度低い水準で推移してい
ます。逆に１人あたり民間企業設備投資は足元
700千円と全国対比では200千円程度高い水準で
推移しています。また、１人あたり民間住宅投資
は全国と同じ動きをしている一方、１人あたり

ここまで三重県の最近の地域経済構造変化を
足元約５～10年の期間で分析し、生産・分配・支出
の面から見てきました。ここで三重県の経済成長
率の要因分解をみると、2004－06年度、2007－09
年度の経済成長率において産業構造要因の寄与
がプラス成長、マイナス成長にかかわらず一定程
度寄与していたのが、2010－13年度には寄与度が
ゼロとなるなど、地域特殊要因の重要度が一層増
しています（図表９）。地域特殊要因には、規模の
経済及び産業集積（中核（移出）産業の成長、地域
産業の特化、異業種間連携等）並びに地域のイン
フラ充実度など生産性に関わる全てのものが含
まれます。したがって、三重県においては中核産
業としての特化度合が強まっている製造業の動
きが起点となり、前向きな経済活動が行われてい
ることを踏まえると、三重県経済の持続的な成長
には、製造業の活動しやすい事業環境整備が今後
一層必要になると考えられます。

（2017．１．４）
三重銀総研 調査部 主席研究員　先浦 宏紀

（資料）経済産業省「工業統計調査」をもとに三重銀総研作成

（資料）三重県「平成23年（2011年）三重県産業連関表」（平成28年11月公表）をもとに三重銀総研作成
（ 注 ）産業部門については、2005年と2011年を比較できるように一部統合を行った。

（資料）三重県「平成23年（2011年）三重県産業連関表」（平成28年11月公表）
（ 注 ）影響力係数とは各産業部門への1単位の需要増加が全産業の生産を
　　　どれだけ増加させるかを示すもの。大きいほど生産波及効果が大きい。

図表4 三重県における製造業の付加価値特化係数と
労働生産性特化係数の関係（2009ー14年変化）

図表5 三重県における域外収支の状況
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図表6 三重県の産業別生産波及効果の状況
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以上、付加価値額と従業者数の特化係数をみ
ると、両者の特化係数が１を上回ってさらに生
産面で特化している業種は、製造業のみである
ことが確認できます。

そこで、三重県における重要な中核産業とし
て位置づけられる製造業の業種別の付加価値額
と労働生産性について、経済産業省「工業統計
調査」をもとに2009年から2014年の期間で特化
係数を分析し、比較優位の業種と労働生産性で
計られる競争力を把握します（図表３）。
まず、業種全体をみると付加価値特化係数が

１を超えている業種は、2009年に24業種中５業
種であったのが、2014年には情報通信機械器具
など新たに３業種増え、８業種となりました。
このように比較優位にある業種が増加したこと
により、製造業全体の付加価値の特化が進んで
いると考えられます。次に、業種別の競争力を

探るために労働生産性特化係数が１を超えてい
る業種を同じ期間でみると、2009年に22業種中
10業種であったのが、2014年には12業種と２業
種増加しており、製造業全体の特化係数はやや
低下したものの、労働生産性で競争力の高い産
業が増加しています。
個別業種の動きをみると、2014年の付加価値

特化係数が１より大きく2009年対比上昇して
いるのは、情報通信機械器具（+1.16）、ゴム製品
（+0.37）、化学工業（+0.26）、プラスチック製品
（+0.17）、電子部品・デバイス・電子回路（+0.13）
の５業種で、これらの業種では付加価値の特化
がさらに進んでいます。また、2014年の労働生
産性特化係数が１より大きく2009年対比上昇
しているのは、情報通信機械工業（+3 .01）、家
具・装備品（+0.20）、プラスチック製品（+0.19）、
化学工業（+0.18）など８業種となっており、こ
れらの業種では労働生産性の特化がさらに進ん
で、競争力が高まっていると考えられます。
ここで、製造業付加価値特化係数と製造業労

ここでは、生産面の基礎となる産業別付加価
値額と産業別従業者数の動向をそれぞれの特化
係数をもとに分析します。特化係数とは、産業
の有する比較優位の程度をその産業への特化の
程度で図る指標で、１より大きければ比較優位
にあることを表します。一般的に比較優位産業
は地域における中核産業となっています。
まず、三重県の産業別付加価値特化係数を内

閣府「県民経済計算」で2008年度と2013年度を
比較すると、特化係数が１を超えている産業
は、2008年度に13業種中製造業など6業種で
あったのが、2013年度には建設業が減り５業種
となりました（図表１）。特化係数が最も高い製
造業では2008年度の1.78から1.92へと上昇し、
付加価値面で製造業への特化が一段と進んでい
ることが確認できます。
次に、三重県の産業別従業者特化係数を総務

省統計局「経済センサス基礎調査結果」で2009
年と2014年を比較すると、特化係数が１を超え
ている産業は、2009年に18業種中製造業など７
業種であったのが、2014年には新たに電気・ガ
ス・熱供給・水道業が１を超える一方、運輸業・
郵便業が１を下回り、合計では2009年と変わら
ず７業種となりました（図表２）。2009年の特化
係数が１を上回って、2014年にさらに特化係数
が上昇している産業は、漁業、鉱業・採掘業・砂
利採取業、製造業の３業種であり、これらの産
業では従業者面での特化が進んでいることが確
認できます。

３．域外収支と生産波及効果の動向

対比約300億円増加しています。漁業が80億円
と2005年対比110億円増加しているほか、畜産
も20億円と2005年対比120億円増加しているこ
とが顕著な動きとなっています。
製造業をみると、域外収支がプラスになってい

る部門は2011年に16部門中10部門と2005年と同
じ数となっています。しかしながら、2005年の域
外収支額は製造業全体で約2.5兆円であったの
が、2011年は約2.2兆円と0.3兆円の減少となって
います。個別部門をみると、電子部品の域外収支
額が同期間で0.5兆円の顕著な増加となり、対産
出比率をみても2011年で64％と約３分の２は域
外へ移出している一方、それ以外の部門の域外収
支額は概ね減少していることが確認できます。　
サービス業をみると、2005年の域外収支全体

が▲1.5兆円であったのが、2011年には▲1.2兆
円となり0.3兆円の増加となっています。特に対
事業所サービスが0.1兆円増加していることが
顕著な動きとなっています。
以上、域外収支の動向をまとめると、①農林

水産業は域外需要を取り込むことができる産業
に変貌しつつあり、②製造業は特定業種で域外
需要を取り込んでいる一方、全体的には域外需
要を取り込む力がやや弱まっていると言えま
す。また、③サービス業は依然として域外に生
産を依存しているものの、その依存度合は全体
では弱まっていることがわかります。

（2）生産波及効果の動向
生産波及効果についても域外収支と同様に

2005年と2011年の三重県産業連関表を比較し
て産業部門別に分析します（図表６）。
農林水産業をみると、2011年は畜産が最も波

及効果が高く、全産業の中でも波及効果が高く
なっています。そのほか、農業サービスや漁業
の波及効果も2005年に比べて高まっています。
製造業をみると、2011年は2005年と同様に

化学製品の波及効果が最も高く、以下上位５部
門は全体の波及効果でも上位10部門に入って
います。特に同期間中域外収支が大幅に増加し
ている電子部品において波及効果が高まって
いることは県内経済にとって追い風となって
いるとみられます。ただし、県内の主力産業で
ある化学製品や輸送機械は2005年対比波及効
果がやや落ちていることには留意する必要が
あります。
サービス業をみると、2011年は電力・ガス・熱

供給の波及効果が最も高く、次いで情報通信と
なっています。両部門とも2005年に比べて波及
効果は高まっており、全体でも上位10部門に入
る高い水準にあります。
以上、生産波及効果の動向をまとめると、中

核産業である製造業の波及効果は、産業部門ご
とにばらつきはあるものの引き続き堅調さを
保っていると考えられます。

働生産性特化係数の2009年から2014年までの変
化の関係を分析すると、正の相関関係が認めら
れ、製造業付加価値特化係数が１単位増えると
製造業労働生産性特化係数は約1.9単位増える関
係にあります（図表４）。その意味で三重県の付
加価値面での比較優位を上げていくことは、製
造業全体の労働生産性の比較優位に結び付き三
重県の競争力強化につながると考えられます。

生産面の動向把握の最後として、地域外からど
の程度需要を取り込んで生産を行っているか、ま
たその地域への波及効果がどう変化しているか
確認します。

（1）域外収支の動向
域外収支については、プラスになっていれ

ば、地域内で消費する以上に生産しており、マ
イナスになっていれば、地域内の消費を満たす
域内生産がなく地域外に生産を依存しているこ
とを意味します。需要面から捉えると、域外需
要を取り込むことができればひいては地域所得
の増加につながることになり、その状況を確認
する意味でも重要だと考えられます。ここで
は、平成28年11月に公表された最新の「平成23
年（2011年）三重県産業連関表」と前回の「平成
17年（2005年）三重県産業連関表」を用いて産業
部門別に分析します（図表５）。
農林水産業をみると、2011年は全体で2005年

公的投資は三重県の増加が足元ややマイルドと
なっていることもあり、全国との差はほとんど
なくなってきています。さらに、１人あたりの純
移出入は2011年まで三重県は全国を下回ってい
ましたが、2012年以降は上回っています。
以上、支出（消費・投資）面の動向をまとめると、

民間消費支出は分配面の雇用者報酬の増加から
足元増加しており、また民間企業設備投資も企業
所得の持ち直しから増加傾向にあります。さらに
純移出入も移出超となるなど、総じて前向きな経
済活動が行われていることがわかります。

以上のような生産面の動向を踏まえたうえ
で、三重県における分配（所得）面の動向を見て
みます（図表７）。ここで重要な視点は、域外需
要をも取り込んだ県内生産活動が波及効果を伴
いつつ域内の付加価値となって三重県の所得と
なっているかどうかです。この分配面の動向を
全国と比較して時系列でみることで、県内の所
得動向の傾向が把握できます。
まず、１人あたり県民所得の動向をみると、

三重県は全国に比べて足元で高くなっていま
す。リーマン・ショック後しばらく落ち込んだ
ものの、2012年度以降持ち直してきています。
2001年からの傾向線をみると、全国はやや下落
している一方、三重県はほぼ横ばいで推移して
いることが確認できます。なお、県民所得は給
料や退職金などにあたる雇用者報酬、利子や賃
貸料などの財産所得、会社や自営業の利益にあ
たる企業所得からなり県民全体の所得を表し
ています。
そこで、次に１人あたり雇用者報酬の動向を

みると、三重県は全国を一貫して下回っている
ことが確認できます。もっとも、全国と三重県の
傾向線はともに下落傾向にありますが、三重県
の雇用者報酬は足元増加しており、全国の傾向
線より下落状況はマイルドとなっています。
また、１人あたり民間企業所得の動向は、雇用

者報酬とは逆に三重県は全国を一貫して上回っ
ていることが確認できます。そして、足元三重県
の企業所得は全国に比べて大きく上昇している
こともあり、傾向線も全国より上方への傾きが
大きくなっていることが確認できます。一人あ
たり民間企業所得は、企業の事業拡大余力に影
響する指標であるため、この面で中核産業とし
て製造業に比較優位を持つ三重県は全国に比べ
て一定のアドバンテージを持っていると判断さ
れます。
以上、分配（所得）面の動向をまとめると、中

核産業である製造業のみならず生産面で特化し
ている農林水産業やサービス業など、県内の生
産活動全体が県内付加価値となって県民所得向
上に結びついている度合は全国と比べても限界
的に高まっていることが示唆されます。

ここまで、三重県の生産動向と分配（所得）動向
を見てきましたので、最後に支出（消費・投資）面
の動向を見てみます（次頁図表８）。ここでのポイ
ントは獲得した県民所得が県内消費や投資に結
び付いているかどうかということです。
三重県の１人あたり民間消費支出は2,100千円

から2,200千円付近を横ばいで推移しており、全
国対比では100千円程度低い水準で推移してい
ます。逆に１人あたり民間企業設備投資は足元
700千円と全国対比では200千円程度高い水準で
推移しています。また、１人あたり民間住宅投資
は全国と同じ動きをしている一方、１人あたり

ここまで三重県の最近の地域経済構造変化を
足元約５～10年の期間で分析し、生産・分配・支出
の面から見てきました。ここで三重県の経済成長
率の要因分解をみると、2004－06年度、2007－09
年度の経済成長率において産業構造要因の寄与
がプラス成長、マイナス成長にかかわらず一定程
度寄与していたのが、2010－13年度には寄与度が
ゼロとなるなど、地域特殊要因の重要度が一層増
しています（図表９）。地域特殊要因には、規模の
経済及び産業集積（中核（移出）産業の成長、地域
産業の特化、異業種間連携等）並びに地域のイン
フラ充実度など生産性に関わる全てのものが含
まれます。したがって、三重県においては中核産
業としての特化度合が強まっている製造業の動
きが起点となり、前向きな経済活動が行われてい
ることを踏まえると、三重県経済の持続的な成長
には、製造業の活動しやすい事業環境整備が今後
一層必要になると考えられます。

（2017．１．４）
三重銀総研 調査部 主席研究員　先浦 宏紀

（資料）経済産業省「工業統計調査」をもとに三重銀総研作成

（資料）三重県「平成23年（2011年）三重県産業連関表」（平成28年11月公表）をもとに三重銀総研作成
（ 注 ）産業部門については、2005年と2011年を比較できるように一部統合を行った。

（資料）三重県「平成23年（2011年）三重県産業連関表」（平成28年11月公表）
（ 注 ）影響力係数とは各産業部門への1単位の需要増加が全産業の生産を
　　　どれだけ増加させるかを示すもの。大きいほど生産波及効果が大きい。

図表4 三重県における製造業の付加価値特化係数と
労働生産性特化係数の関係（2009ー14年変化）

図表5 三重県における域外収支の状況
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図表6 三重県の産業別生産波及効果の状況
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以上、付加価値額と従業者数の特化係数をみ
ると、両者の特化係数が１を上回ってさらに生
産面で特化している業種は、製造業のみである
ことが確認できます。

そこで、三重県における重要な中核産業とし
て位置づけられる製造業の業種別の付加価値額
と労働生産性について、経済産業省「工業統計
調査」をもとに2009年から2014年の期間で特化
係数を分析し、比較優位の業種と労働生産性で
計られる競争力を把握します（図表３）。
まず、業種全体をみると付加価値特化係数が

１を超えている業種は、2009年に24業種中５業
種であったのが、2014年には情報通信機械器具
など新たに３業種増え、８業種となりました。
このように比較優位にある業種が増加したこと
により、製造業全体の付加価値の特化が進んで
いると考えられます。次に、業種別の競争力を

探るために労働生産性特化係数が１を超えてい
る業種を同じ期間でみると、2009年に22業種中
10業種であったのが、2014年には12業種と２業
種増加しており、製造業全体の特化係数はやや
低下したものの、労働生産性で競争力の高い産
業が増加しています。
個別業種の動きをみると、2014年の付加価値

特化係数が１より大きく2009年対比上昇して
いるのは、情報通信機械器具（+1.16）、ゴム製品
（+0.37）、化学工業（+0.26）、プラスチック製品
（+0.17）、電子部品・デバイス・電子回路（+0.13）
の５業種で、これらの業種では付加価値の特化
がさらに進んでいます。また、2014年の労働生
産性特化係数が１より大きく2009年対比上昇
しているのは、情報通信機械工業（+3 .01）、家
具・装備品（+0.20）、プラスチック製品（+0.19）、
化学工業（+0.18）など８業種となっており、こ
れらの業種では労働生産性の特化がさらに進ん
で、競争力が高まっていると考えられます。
ここで、製造業付加価値特化係数と製造業労

ここでは、生産面の基礎となる産業別付加価
値額と産業別従業者数の動向をそれぞれの特化
係数をもとに分析します。特化係数とは、産業
の有する比較優位の程度をその産業への特化の
程度で図る指標で、１より大きければ比較優位
にあることを表します。一般的に比較優位産業
は地域における中核産業となっています。
まず、三重県の産業別付加価値特化係数を内

閣府「県民経済計算」で2008年度と2013年度を
比較すると、特化係数が１を超えている産業
は、2008年度に13業種中製造業など6業種で
あったのが、2013年度には建設業が減り５業種
となりました（図表１）。特化係数が最も高い製
造業では2008年度の1.78から1.92へと上昇し、
付加価値面で製造業への特化が一段と進んでい
ることが確認できます。
次に、三重県の産業別従業者特化係数を総務

省統計局「経済センサス基礎調査結果」で2009
年と2014年を比較すると、特化係数が１を超え
ている産業は、2009年に18業種中製造業など７
業種であったのが、2014年には新たに電気・ガ
ス・熱供給・水道業が１を超える一方、運輸業・
郵便業が１を下回り、合計では2009年と変わら
ず７業種となりました（図表２）。2009年の特化
係数が１を上回って、2014年にさらに特化係数
が上昇している産業は、漁業、鉱業・採掘業・砂
利採取業、製造業の３業種であり、これらの産
業では従業者面での特化が進んでいることが確
認できます。

４．分配（所得）面の動向

５．支出（消費・投資）面の動向

６．三重県における最近の地域経済構造変化からの示唆

対比約300億円増加しています。漁業が80億円
と2005年対比110億円増加しているほか、畜産
も20億円と2005年対比120億円増加しているこ
とが顕著な動きとなっています。
製造業をみると、域外収支がプラスになってい

る部門は2011年に16部門中10部門と2005年と同
じ数となっています。しかしながら、2005年の域
外収支額は製造業全体で約2.5兆円であったの
が、2011年は約2.2兆円と0.3兆円の減少となって
います。個別部門をみると、電子部品の域外収支
額が同期間で0.5兆円の顕著な増加となり、対産
出比率をみても2011年で64％と約３分の２は域
外へ移出している一方、それ以外の部門の域外収
支額は概ね減少していることが確認できます。　
サービス業をみると、2005年の域外収支全体

が▲1.5兆円であったのが、2011年には▲1.2兆
円となり0.3兆円の増加となっています。特に対
事業所サービスが0.1兆円増加していることが
顕著な動きとなっています。
以上、域外収支の動向をまとめると、①農林

水産業は域外需要を取り込むことができる産業
に変貌しつつあり、②製造業は特定業種で域外
需要を取り込んでいる一方、全体的には域外需
要を取り込む力がやや弱まっていると言えま
す。また、③サービス業は依然として域外に生
産を依存しているものの、その依存度合は全体
では弱まっていることがわかります。

（2）生産波及効果の動向
生産波及効果についても域外収支と同様に

2005年と2011年の三重県産業連関表を比較し
て産業部門別に分析します（図表６）。
農林水産業をみると、2011年は畜産が最も波

及効果が高く、全産業の中でも波及効果が高く
なっています。そのほか、農業サービスや漁業
の波及効果も2005年に比べて高まっています。
製造業をみると、2011年は2005年と同様に

化学製品の波及効果が最も高く、以下上位５部
門は全体の波及効果でも上位10部門に入って
います。特に同期間中域外収支が大幅に増加し
ている電子部品において波及効果が高まって
いることは県内経済にとって追い風となって
いるとみられます。ただし、県内の主力産業で
ある化学製品や輸送機械は2005年対比波及効
果がやや落ちていることには留意する必要が
あります。
サービス業をみると、2011年は電力・ガス・熱

供給の波及効果が最も高く、次いで情報通信と
なっています。両部門とも2005年に比べて波及
効果は高まっており、全体でも上位10部門に入
る高い水準にあります。
以上、生産波及効果の動向をまとめると、中

核産業である製造業の波及効果は、産業部門ご
とにばらつきはあるものの引き続き堅調さを
保っていると考えられます。

働生産性特化係数の2009年から2014年までの変
化の関係を分析すると、正の相関関係が認めら
れ、製造業付加価値特化係数が１単位増えると
製造業労働生産性特化係数は約1.9単位増える関
係にあります（図表４）。その意味で三重県の付
加価値面での比較優位を上げていくことは、製
造業全体の労働生産性の比較優位に結び付き三
重県の競争力強化につながると考えられます。

生産面の動向把握の最後として、地域外からど
の程度需要を取り込んで生産を行っているか、ま
たその地域への波及効果がどう変化しているか
確認します。

（1）域外収支の動向
域外収支については、プラスになっていれ

ば、地域内で消費する以上に生産しており、マ
イナスになっていれば、地域内の消費を満たす
域内生産がなく地域外に生産を依存しているこ
とを意味します。需要面から捉えると、域外需
要を取り込むことができればひいては地域所得
の増加につながることになり、その状況を確認
する意味でも重要だと考えられます。ここで
は、平成28年11月に公表された最新の「平成23
年（2011年）三重県産業連関表」と前回の「平成
17年（2005年）三重県産業連関表」を用いて産業
部門別に分析します（図表５）。
農林水産業をみると、2011年は全体で2005年

公的投資は三重県の増加が足元ややマイルドと
なっていることもあり、全国との差はほとんど
なくなってきています。さらに、１人あたりの純
移出入は2011年まで三重県は全国を下回ってい
ましたが、2012年以降は上回っています。
以上、支出（消費・投資）面の動向をまとめると、

民間消費支出は分配面の雇用者報酬の増加から
足元増加しており、また民間企業設備投資も企業
所得の持ち直しから増加傾向にあります。さらに
純移出入も移出超となるなど、総じて前向きな経
済活動が行われていることがわかります。

以上のような生産面の動向を踏まえたうえ
で、三重県における分配（所得）面の動向を見て
みます（図表７）。ここで重要な視点は、域外需
要をも取り込んだ県内生産活動が波及効果を伴
いつつ域内の付加価値となって三重県の所得と
なっているかどうかです。この分配面の動向を
全国と比較して時系列でみることで、県内の所
得動向の傾向が把握できます。
まず、１人あたり県民所得の動向をみると、

三重県は全国に比べて足元で高くなっていま
す。リーマン・ショック後しばらく落ち込んだ
ものの、2012年度以降持ち直してきています。
2001年からの傾向線をみると、全国はやや下落
している一方、三重県はほぼ横ばいで推移して
いることが確認できます。なお、県民所得は給
料や退職金などにあたる雇用者報酬、利子や賃
貸料などの財産所得、会社や自営業の利益にあ
たる企業所得からなり県民全体の所得を表し
ています。
そこで、次に１人あたり雇用者報酬の動向を

みると、三重県は全国を一貫して下回っている
ことが確認できます。もっとも、全国と三重県の
傾向線はともに下落傾向にありますが、三重県
の雇用者報酬は足元増加しており、全国の傾向
線より下落状況はマイルドとなっています。
また、１人あたり民間企業所得の動向は、雇用

者報酬とは逆に三重県は全国を一貫して上回っ
ていることが確認できます。そして、足元三重県
の企業所得は全国に比べて大きく上昇している
こともあり、傾向線も全国より上方への傾きが
大きくなっていることが確認できます。一人あ
たり民間企業所得は、企業の事業拡大余力に影
響する指標であるため、この面で中核産業とし
て製造業に比較優位を持つ三重県は全国に比べ
て一定のアドバンテージを持っていると判断さ
れます。
以上、分配（所得）面の動向をまとめると、中

核産業である製造業のみならず生産面で特化し
ている農林水産業やサービス業など、県内の生
産活動全体が県内付加価値となって県民所得向
上に結びついている度合は全国と比べても限界
的に高まっていることが示唆されます。

ここまで、三重県の生産動向と分配（所得）動向
を見てきましたので、最後に支出（消費・投資）面
の動向を見てみます（次頁図表８）。ここでのポイ
ントは獲得した県民所得が県内消費や投資に結
び付いているかどうかということです。
三重県の１人あたり民間消費支出は2,100千円

から2,200千円付近を横ばいで推移しており、全
国対比では100千円程度低い水準で推移してい
ます。逆に１人あたり民間企業設備投資は足元
700千円と全国対比では200千円程度高い水準で
推移しています。また、１人あたり民間住宅投資
は全国と同じ動きをしている一方、１人あたり

ここまで三重県の最近の地域経済構造変化を
足元約５～10年の期間で分析し、生産・分配・支出
の面から見てきました。ここで三重県の経済成長
率の要因分解をみると、2004－06年度、2007－09
年度の経済成長率において産業構造要因の寄与
がプラス成長、マイナス成長にかかわらず一定程
度寄与していたのが、2010－13年度には寄与度が
ゼロとなるなど、地域特殊要因の重要度が一層増
しています（図表９）。地域特殊要因には、規模の
経済及び産業集積（中核（移出）産業の成長、地域
産業の特化、異業種間連携等）並びに地域のイン
フラ充実度など生産性に関わる全てのものが含
まれます。したがって、三重県においては中核産
業としての特化度合が強まっている製造業の動
きが起点となり、前向きな経済活動が行われてい
ることを踏まえると、三重県経済の持続的な成長
には、製造業の活動しやすい事業環境整備が今後
一層必要になると考えられます。

（2017．１．４）
三重銀総研 調査部 主席研究員　先浦 宏紀

（資料）内閣府「県民経済計算」、三重県「平成26年度三重県民経済計算結果（確報）」

（資料）内閣府「県民経済計算」、三重県「平成26年度三重県民経済計算結果（確報）」
（ 注 ）１人あたりの純移出入は内閣府「県民経済計算」をもとに三重銀総研にて推計。

図表7 三重県の分配（所得）動向

（資料）内閣府「県民経済計算」をもとに三重銀総研作成

図表9 三重県経済成長率の要因分解

図表8 三重県内の１人あたりの需要（消費・投資等）動向
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以上、付加価値額と従業者数の特化係数をみ
ると、両者の特化係数が１を上回ってさらに生
産面で特化している業種は、製造業のみである
ことが確認できます。

そこで、三重県における重要な中核産業とし
て位置づけられる製造業の業種別の付加価値額
と労働生産性について、経済産業省「工業統計
調査」をもとに2009年から2014年の期間で特化
係数を分析し、比較優位の業種と労働生産性で
計られる競争力を把握します（図表３）。
まず、業種全体をみると付加価値特化係数が

１を超えている業種は、2009年に24業種中５業
種であったのが、2014年には情報通信機械器具
など新たに３業種増え、８業種となりました。
このように比較優位にある業種が増加したこと
により、製造業全体の付加価値の特化が進んで
いると考えられます。次に、業種別の競争力を

探るために労働生産性特化係数が１を超えてい
る業種を同じ期間でみると、2009年に22業種中
10業種であったのが、2014年には12業種と２業
種増加しており、製造業全体の特化係数はやや
低下したものの、労働生産性で競争力の高い産
業が増加しています。
個別業種の動きをみると、2014年の付加価値

特化係数が１より大きく2009年対比上昇して
いるのは、情報通信機械器具（+1.16）、ゴム製品
（+0.37）、化学工業（+0.26）、プラスチック製品
（+0.17）、電子部品・デバイス・電子回路（+0.13）
の５業種で、これらの業種では付加価値の特化
がさらに進んでいます。また、2014年の労働生
産性特化係数が１より大きく2009年対比上昇
しているのは、情報通信機械工業（+3 .01）、家
具・装備品（+0.20）、プラスチック製品（+0.19）、
化学工業（+0.18）など８業種となっており、こ
れらの業種では労働生産性の特化がさらに進ん
で、競争力が高まっていると考えられます。
ここで、製造業付加価値特化係数と製造業労

ここでは、生産面の基礎となる産業別付加価
値額と産業別従業者数の動向をそれぞれの特化
係数をもとに分析します。特化係数とは、産業
の有する比較優位の程度をその産業への特化の
程度で図る指標で、１より大きければ比較優位
にあることを表します。一般的に比較優位産業
は地域における中核産業となっています。
まず、三重県の産業別付加価値特化係数を内

閣府「県民経済計算」で2008年度と2013年度を
比較すると、特化係数が１を超えている産業
は、2008年度に13業種中製造業など6業種で
あったのが、2013年度には建設業が減り５業種
となりました（図表１）。特化係数が最も高い製
造業では2008年度の1.78から1.92へと上昇し、
付加価値面で製造業への特化が一段と進んでい
ることが確認できます。
次に、三重県の産業別従業者特化係数を総務

省統計局「経済センサス基礎調査結果」で2009
年と2014年を比較すると、特化係数が１を超え
ている産業は、2009年に18業種中製造業など７
業種であったのが、2014年には新たに電気・ガ
ス・熱供給・水道業が１を超える一方、運輸業・
郵便業が１を下回り、合計では2009年と変わら
ず７業種となりました（図表２）。2009年の特化
係数が１を上回って、2014年にさらに特化係数
が上昇している産業は、漁業、鉱業・採掘業・砂
利採取業、製造業の３業種であり、これらの産
業では従業者面での特化が進んでいることが確
認できます。

４．分配（所得）面の動向

５．支出（消費・投資）面の動向

６．三重県における最近の地域経済構造変化からの示唆

対比約300億円増加しています。漁業が80億円
と2005年対比110億円増加しているほか、畜産
も20億円と2005年対比120億円増加しているこ
とが顕著な動きとなっています。
製造業をみると、域外収支がプラスになってい

る部門は2011年に16部門中10部門と2005年と同
じ数となっています。しかしながら、2005年の域
外収支額は製造業全体で約2.5兆円であったの
が、2011年は約2.2兆円と0.3兆円の減少となって
います。個別部門をみると、電子部品の域外収支
額が同期間で0.5兆円の顕著な増加となり、対産
出比率をみても2011年で64％と約３分の２は域
外へ移出している一方、それ以外の部門の域外収
支額は概ね減少していることが確認できます。　
サービス業をみると、2005年の域外収支全体

が▲1.5兆円であったのが、2011年には▲1.2兆
円となり0.3兆円の増加となっています。特に対
事業所サービスが0.1兆円増加していることが
顕著な動きとなっています。
以上、域外収支の動向をまとめると、①農林

水産業は域外需要を取り込むことができる産業
に変貌しつつあり、②製造業は特定業種で域外
需要を取り込んでいる一方、全体的には域外需
要を取り込む力がやや弱まっていると言えま
す。また、③サービス業は依然として域外に生
産を依存しているものの、その依存度合は全体
では弱まっていることがわかります。

（2）生産波及効果の動向
生産波及効果についても域外収支と同様に

2005年と2011年の三重県産業連関表を比較し
て産業部門別に分析します（図表６）。
農林水産業をみると、2011年は畜産が最も波

及効果が高く、全産業の中でも波及効果が高く
なっています。そのほか、農業サービスや漁業
の波及効果も2005年に比べて高まっています。
製造業をみると、2011年は2005年と同様に

化学製品の波及効果が最も高く、以下上位５部
門は全体の波及効果でも上位10部門に入って
います。特に同期間中域外収支が大幅に増加し
ている電子部品において波及効果が高まって
いることは県内経済にとって追い風となって
いるとみられます。ただし、県内の主力産業で
ある化学製品や輸送機械は2005年対比波及効
果がやや落ちていることには留意する必要が
あります。
サービス業をみると、2011年は電力・ガス・熱

供給の波及効果が最も高く、次いで情報通信と
なっています。両部門とも2005年に比べて波及
効果は高まっており、全体でも上位10部門に入
る高い水準にあります。
以上、生産波及効果の動向をまとめると、中

核産業である製造業の波及効果は、産業部門ご
とにばらつきはあるものの引き続き堅調さを
保っていると考えられます。

働生産性特化係数の2009年から2014年までの変
化の関係を分析すると、正の相関関係が認めら
れ、製造業付加価値特化係数が１単位増えると
製造業労働生産性特化係数は約1.9単位増える関
係にあります（図表４）。その意味で三重県の付
加価値面での比較優位を上げていくことは、製
造業全体の労働生産性の比較優位に結び付き三
重県の競争力強化につながると考えられます。

生産面の動向把握の最後として、地域外からど
の程度需要を取り込んで生産を行っているか、ま
たその地域への波及効果がどう変化しているか
確認します。

（1）域外収支の動向
域外収支については、プラスになっていれ

ば、地域内で消費する以上に生産しており、マ
イナスになっていれば、地域内の消費を満たす
域内生産がなく地域外に生産を依存しているこ
とを意味します。需要面から捉えると、域外需
要を取り込むことができればひいては地域所得
の増加につながることになり、その状況を確認
する意味でも重要だと考えられます。ここで
は、平成28年11月に公表された最新の「平成23
年（2011年）三重県産業連関表」と前回の「平成
17年（2005年）三重県産業連関表」を用いて産業
部門別に分析します（図表５）。
農林水産業をみると、2011年は全体で2005年

公的投資は三重県の増加が足元ややマイルドと
なっていることもあり、全国との差はほとんど
なくなってきています。さらに、１人あたりの純
移出入は2011年まで三重県は全国を下回ってい
ましたが、2012年以降は上回っています。
以上、支出（消費・投資）面の動向をまとめると、

民間消費支出は分配面の雇用者報酬の増加から
足元増加しており、また民間企業設備投資も企業
所得の持ち直しから増加傾向にあります。さらに
純移出入も移出超となるなど、総じて前向きな経
済活動が行われていることがわかります。

以上のような生産面の動向を踏まえたうえ
で、三重県における分配（所得）面の動向を見て
みます（図表７）。ここで重要な視点は、域外需
要をも取り込んだ県内生産活動が波及効果を伴
いつつ域内の付加価値となって三重県の所得と
なっているかどうかです。この分配面の動向を
全国と比較して時系列でみることで、県内の所
得動向の傾向が把握できます。
まず、１人あたり県民所得の動向をみると、

三重県は全国に比べて足元で高くなっていま
す。リーマン・ショック後しばらく落ち込んだ
ものの、2012年度以降持ち直してきています。
2001年からの傾向線をみると、全国はやや下落
している一方、三重県はほぼ横ばいで推移して
いることが確認できます。なお、県民所得は給
料や退職金などにあたる雇用者報酬、利子や賃
貸料などの財産所得、会社や自営業の利益にあ
たる企業所得からなり県民全体の所得を表し
ています。
そこで、次に１人あたり雇用者報酬の動向を

みると、三重県は全国を一貫して下回っている
ことが確認できます。もっとも、全国と三重県の
傾向線はともに下落傾向にありますが、三重県
の雇用者報酬は足元増加しており、全国の傾向
線より下落状況はマイルドとなっています。
また、１人あたり民間企業所得の動向は、雇用

者報酬とは逆に三重県は全国を一貫して上回っ
ていることが確認できます。そして、足元三重県
の企業所得は全国に比べて大きく上昇している
こともあり、傾向線も全国より上方への傾きが
大きくなっていることが確認できます。一人あ
たり民間企業所得は、企業の事業拡大余力に影
響する指標であるため、この面で中核産業とし
て製造業に比較優位を持つ三重県は全国に比べ
て一定のアドバンテージを持っていると判断さ
れます。
以上、分配（所得）面の動向をまとめると、中

核産業である製造業のみならず生産面で特化し
ている農林水産業やサービス業など、県内の生
産活動全体が県内付加価値となって県民所得向
上に結びついている度合は全国と比べても限界
的に高まっていることが示唆されます。

ここまで、三重県の生産動向と分配（所得）動向
を見てきましたので、最後に支出（消費・投資）面
の動向を見てみます（次頁図表８）。ここでのポイ
ントは獲得した県民所得が県内消費や投資に結
び付いているかどうかということです。
三重県の１人あたり民間消費支出は2,100千円

から2,200千円付近を横ばいで推移しており、全
国対比では100千円程度低い水準で推移してい
ます。逆に１人あたり民間企業設備投資は足元
700千円と全国対比では200千円程度高い水準で
推移しています。また、１人あたり民間住宅投資
は全国と同じ動きをしている一方、１人あたり

ここまで三重県の最近の地域経済構造変化を
足元約５～10年の期間で分析し、生産・分配・支出
の面から見てきました。ここで三重県の経済成長
率の要因分解をみると、2004－06年度、2007－09
年度の経済成長率において産業構造要因の寄与
がプラス成長、マイナス成長にかかわらず一定程
度寄与していたのが、2010－13年度には寄与度が
ゼロとなるなど、地域特殊要因の重要度が一層増
しています（図表９）。地域特殊要因には、規模の
経済及び産業集積（中核（移出）産業の成長、地域
産業の特化、異業種間連携等）並びに地域のイン
フラ充実度など生産性に関わる全てのものが含
まれます。したがって、三重県においては中核産
業としての特化度合が強まっている製造業の動
きが起点となり、前向きな経済活動が行われてい
ることを踏まえると、三重県経済の持続的な成長
には、製造業の活動しやすい事業環境整備が今後
一層必要になると考えられます。

（2017．１．４）
三重銀総研 調査部 主席研究員　先浦 宏紀

（資料）内閣府「県民経済計算」、三重県「平成26年度三重県民経済計算結果（確報）」

（資料）内閣府「県民経済計算」、三重県「平成26年度三重県民経済計算結果（確報）」
（ 注 ）１人あたりの純移出入は内閣府「県民経済計算」をもとに三重銀総研にて推計。

図表7 三重県の分配（所得）動向

（資料）内閣府「県民経済計算」をもとに三重銀総研作成

図表9 三重県経済成長率の要因分解

図表8 三重県内の１人あたりの需要（消費・投資等）動向
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